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議案第４４号  

 

   平成３１年度坂東市農業集落排水事業特別会計予算  

 

 平成３１年度坂東市の農業集落排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３３１，０００千円と定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。  

（一時借入金）  

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４０，０００千円と定め

る。  

 

   平成３１年３月６日 提出  

 

                                        坂東市長  木村 敏文  
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歳　　　　入 （単位　千円）

 1 分 担 金 及 び 負 担 金 685

 1 分 担 金 685

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 61,789

 1 使 用 料 61,759

 2 手 数 料 30

 3 繰 入 金 267,525

 1 他 会 計 繰 入 金 267,525

 4 繰 越 金 1,000

 1 繰 越 金 1,000

 5 諸 収 入 1

 1 雑 入 1

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 331,000

款 項

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算

金　　　　　額
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歳    出 （単位　千円）

 1 農 業 集 落 排 水 事 業 費 112,421

 1 農 業 集 落 排 水 事 業 費 112,421

 2 公 債 費 216,579

 1 公 債 費 216,579

 3 予 備 費 2,000

 1 予 備 費 2,000

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 331,000

款 項 金　　　　　額
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１　総　　括

歳　　入 （単位　千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　較

 1 分 担 金 及 び 負 担 金 685 685 0

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 61,789 62,213 △424

 3 繰 入 金 267,525 270,397 △2,872

 4 繰 越 金 1,000 1,000 0

 5 諸 収 入 1 1 0

× 財 産 収 入 0 4 △4

　　　　　　　歳          入          合          計 331,000 334,300 △3,300

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

款
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歳    出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 農 業 集 落 排 水 事 業 費 112,421 115,719 △3,298 62,475 49,946

 2 公 債 費 216,579 216,581 △2 216,579

 3 予 備 費 2,000 2,000 0 2,000

　　歳　　　出　　　合　　　計 331,000 334,300 △3,300 62,475 268,525

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一 般 財 源

款 本年度予算額前年度予算額 比　　較
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起　債　の　目　的 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　　還　　　の　　　方　　　法

農 業 集 落 排 水 事 業 0 普 通 貸 借 5.0％以内 政府資金については、その融資条件による。

又 は 銀行その他の場合には、その債権者と協定するところによる。

証 券 発 行 ただし市財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、

若しくは繰上償還又は低利に借り換えすることができる。

                          　    第　２　表　 　地　 　　方　　 　債
（単位　千円）

限 度 額

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）



歳 入



２　歳  入

(款)  1 分担金及び負担金 (項)  1 分担金 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 農業集落排水事業分 685 685 0  1 現 年 度 分 685 ・受益者分担金

担 金

　　　 計 685 685 0

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 使用料

 1 農業集落排水事業使 61,759 62,179 △420  1 現 年 度 分 61,632 ・大口地区使用料 6,802

用 料 ・長須地区使用料 26,908

・猿島西部地区使用料 5,779

・猿島北部地区使用料 9,091

・猿島中部地区使用料 5,521

・猿島東部地区使用料 7,531

 2 滞 納 繰 越 分 127 ・滞納繰越分

　　　 計 61,759 62,179 △420

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  2 手数料

 1 手 数 料 30 34 △4  1 手 数 料 30 ・排水設備検査手数料 29

・諸証明手数料 1

　　　 計 30 34 △4

(款)  3 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

 1 一 般 会 計 繰 入 金 267,525 264,244 3,281  1 一般会計繰入金 267,525 ・一般会計繰入金

　　　 計 267,525 264,244 3,281

(款)  3 繰入金 (項) × 基金繰入金

× ) × 基 金 繰 入 金 0 6,153 △6,153 ・廃目

　　　 計 0 6,153 △6,153

(款)  4 繰越金 (項)  1 繰越金

 1 繰 越 金 1,000 1,000 0  1 繰 越 金 1,000 ・前年度繰越金

　　　 計 1,000 1,000 0

目 比　　較
節

区　　　分
説　　　　　　　　　明
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(款)  5 諸収入 (項)  1 雑入

 1 雑 入 1 1 0  1 雑 入 1 ・雑入

　　　 計 1 1 0

(款) × 財産収入 (項) × 財産運用収入

× ) × 利 子 及 び 配 当 金 0 4 △4 ・廃目

　　　 計 0 4 △4



歳 出



３　歳  出

(款)  1 農業集落排水事業費 (項)  1 農業集落排水事業費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 農業集落 20,369 31 20,338  2 給 料 6,978 01職員給与関係経費01職員給与関係経費01職員給与関係経費01職員給与関係経費        13,962

排水総務 ( 19,798 )  3 職員手当等 4,707 02給料 6,978

費 ( 571 )  4 共 済 費 2,277   02職員給

 9 旅 費 2 03職員手当等 4,707

11 需 用 費 89   01扶養手当 78

14 使用料及び 1   03通勤手当 101

賃 借 料   05時間外勤務手当 771

19 負担金補助 56   09期末手当 1,623

及び交付金   10勤勉手当 1,192

27 公 課 費 6,259   11退職手当負担金 942

04共済費 2,277

  03市町村職員共済組合負担金 2,255

  05地方公務員公務災害補償基金負担金 22

02農業集落排水事業事務02農業集落排水事業事務02農業集落排水事業事務02農業集落排水事業事務にににに要要要要するするするする経費経費経費経費         6,407

09旅費 2

  01普通旅費

11需用費 89

  01消耗品費

14使用料及び賃借料 1

    ・駐車場使用料

19負担金補助及び交付金 56

  01負担金

    ・農業集落排水事業連絡協議会負担金 36

    ・農業集落排水協会負担金 20

27公課費 6,259

    ・消費税

 2 農業集落 92,052 62,444 29,608 11 需 用 費 41,419 01大口地区処理施設維持管理01大口地区処理施設維持管理01大口地区処理施設維持管理01大口地区処理施設維持管理にににに要要要要するするするする経費経費経費経費         9,395

排水施設 ( 95,917 ) 12 役 務 費 881 11需用費 3,531

管 理 費 ( △3,865 ) 13 委 託 料 46,151   05光熱水費 2,331

  06修繕料 1,200

説　　　　　　　明目

( 比 較 )

( 前 年 度 )

節

区 分 金 額

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
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(款)  1 農業集落排水事業費 (項)  1 農業集落排水事業費

14 使用料及び 101 12役務費 118

賃 借 料   01通信運搬費 90

15 工事請負費 3,500   03手数料 20

  04保険料 8

13委託料 5,737

    ・処理施設維持管理委託料 4,214

    ・汚泥処理委託料 1,523

14使用料及び賃借料 9

    ・土地借上料

02長須地区処理施設維持管理02長須地区処理施設維持管理02長須地区処理施設維持管理02長須地区処理施設維持管理にににに要要要要するするするする経費経費経費経費        23,525

11需用費 11,107

  05光熱水費 7,507

  06修繕料 3,600

12役務費 166

  01通信運搬費 105

  03手数料 25

  04保険料 36

13委託料 12,228

    ・処理施設維持管理委託料 5,236

    ・電気保安業務委託料 142

    ・汚泥処理委託料 6,850

14使用料及び賃借料 24

    ・土地借上料

03猿島西部地区処理施設維持管理03猿島西部地区処理施設維持管理03猿島西部地区処理施設維持管理03猿島西部地区処理施設維持管理にににに要要要要するするするする経費経費経費経費        13,027

11需用費 5,294

  05光熱水費 2,294

  06修繕料 3,000

12役務費 76

  01通信運搬費 43

  03手数料 20

  04保険料 13

13委託料 7,642

    ・処理施設維持管理委託料 3,967



(款)  1 農業集落排水事業費 (項)  1 農業集落排水事業費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

    ・電気保安業務委託料 131

    ・汚泥処理委託料 3,544

14使用料及び賃借料 15

    ・土地借上料

04猿島北部地区処理施設維持管理04猿島北部地区処理施設維持管理04猿島北部地区処理施設維持管理04猿島北部地区処理施設維持管理にににに要要要要するするするする経費経費経費経費        22,059

11需用費 13,947

  05光熱水費 3,505

  06修繕料 10,442

12役務費 81

  01通信運搬費 39

  03手数料 25

  04保険料 17

13委託料 8,005

    ・処理施設維持管理委託料 4,928

    ・電気保安業務委託料 101

    ・汚泥処理委託料 2,976

14使用料及び賃借料 26

    ・土地借上料

05猿島中部地区処理施設維持管理05猿島中部地区処理施設維持管理05猿島中部地区処理施設維持管理05猿島中部地区処理施設維持管理にににに要要要要するするするする経費経費経費経費         9,016

11需用費 3,396

  05光熱水費 2,096

  06修繕料 1,300

12役務費 169

  01通信運搬費 135

  03手数料 20

  04保険料 14

13委託料 5,439

    ・処理施設維持管理委託料 4,080

    ・電気保安業務委託料 153

    ・汚泥処理委託料 1,206

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  1 農業集落排水事業費 (項)  1 農業集落排水事業費

14使用料及び賃借料 12

    ・土地借上料

06猿島東部地区処理施設維持管理06猿島東部地区処理施設維持管理06猿島東部地区処理施設維持管理06猿島東部地区処理施設維持管理にににに要要要要するするするする経費経費経費経費        11,230

11需用費 4,144

  05光熱水費 3,444

  06修繕料 700

12役務費 271

  01通信運搬費 231

  03手数料 25

  04保険料 15

13委託料 6,800

    ・処理施設維持管理委託料 4,925

    ・電気保安業務委託料 103

    ・汚泥処理委託料 1,772

14使用料及び賃借料 15

    ・土地借上料

07管路維持管理07管路維持管理07管路維持管理07管路維持管理にににに要要要要するするするする経費経費経費経費         3,800

13委託料 300

    ・管路清掃委託料

15工事請負費 3,500

    ・公共桝設置工事費 1,000

    ・路面補修工事費 2,500

×         2500基 金 費 0 廃目

( 4 )

( △4)

 計 112,421 62,475 49,946

( 115,719 )

( △3,298 )

(款)  2 公債費 (項)  1 公債費

 1 元 金 171,268 171,268 23 償還金利子 171,268 01地方債償還01地方債償還01地方債償還01地方債償還にににに要要要要するするするする経費経費経費経費       171,268

( 168,069 ) 及び割引料 23償還金利子及び割引料 171,268

( 3,199 )     ・地方債元金償還金



(款)  2 公債費 (項)  1 公債費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 2 利 子 45,311 45,311 23 償還金利子 45,311 01地方債償還01地方債償還01地方債償還01地方債償還にににに要要要要するするするする経費経費経費経費        45,311

( 48,512 ) 及び割引料 23償還金利子及び割引料 45,311

( △3,201 )     ・地方債利子償還金

 計 216,579 216,579

( 216,581 )

( △2)

(款)  3 予備費 (項)  1 予備費

 1 予 備 費 2,000 2,000

( 2,000 )

( 0 )

 計 2,000 2,000

( 2,000 )

( 0 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )

- 297 -



- 298 -

（単位　千円）

（人）

( ) 2 0 6,978 4,707 11,685 2,277 13,962

( ) 2 0 7,734 3,962 11,696 2,243 13,939

( ) 0 0 △ 756 745 △ 11 34 23

備考　（ ）内には,再任用短時間勤務職員について記入する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 0 101 0 771 0 0 0 1,623

内　　　　訳 前　年　度 0 51 0 777 0 0 0 1,494

比　　　較 0 50 0 △ 6 0 0 0 129

職員手当の

本　年　度 942 0

内　　　　訳 前　年　度 601 0

比　　　較 341 0

961

231

勤 勉 手 当

扶 養 手 当

78

78

0

1,192

期 末 手 当特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

宿日直手当
管 理 職 員

特別勤務手当
管理職手当

共　済　費
給　　料

退 職 手 当
負   担   金

単 身 赴 任
手        当

住 居 手 当 通 勤 手 当

計

区　　　分

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

区　　　分

職   員   数

給　 与　 費　 明　 細　 書

備　　　　　　　　　　　　　　考

１　一般職

　（１）　総　　括

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 説 明

給 料 △ 756 千円 給与改定に伴う増減分 18 千円 平成３０年度給与改定分 給与改定率 ０．２６％

平成３０年４月１日実施

昇給に伴う増加分 84 千円

その他の増減分 △ 858 千円 人事異動等に伴う減等

職 員 手 当 745 千円 制度改正に伴う増減分 40 千円 平成３０年度勤勉手当支給 １．８月　→　１．８５月

割合変更

その他の増減分 705 千円 人事異動等に伴う増等

増 減 事 由 別 内 訳増 減 額 備 考
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（３）給料及び職員手当の状況

　　ア．職員１人当たり給与

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 290,100　　　      

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 297,550　　　      

平 均 年 齢 （ 歳 ） 43　　　      

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 325,250　　　      

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 332,350　　　      

平 均 年 齢 （ 歳 ） 60　　　      

　　イ．初　　任　　給

一般行政職 技能労務職

高 校 卒 （ 円 ） 148,600　　　      148,600　　　      

大 学 卒 （ 円 ） 180,700　　　      180,700　　　      

国　の　制　度

区           分

区 分 一般行政職 技能労務職

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在



　　ウ．級別職員数

備考　（　）内には，再任用短時間勤務職員について記入する。

級別の標準的な職務内容

区 分

一 般 行 政 職

（ ）100.0  計 （ ）

７ 級 （ ） （ ）

（ ）

６ 級 （ ） （ ）

（ ）

５ 級 （ ） （ ） 就 ５ 級 （ ）

（ ）

４ 級 （ ） 2  （ ） 100.0  就 ４ 級 （ ）

（ ）

３ 級 （ ） （ ） 就 ３ 級 （ ）

（ ）

２ 級 （ ） （ ） 就 ２ 級 （ ）

就 １ 級 （ ）

平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

１ 級 （ ）

計 （ ） （ ）2  

（ ） （ ）100.0  計 （ ）

（ ）

（ ）

６ 級 （ ） （ ）

（ ）

５ 級 （ ） （ ） 就 ５ 級 （ ）

（ ）

４ 級 （ ） 1  （ ） 50.0  就 ４ 級 （ ）

（ ）

３ 級 （ ） （ ） 就 ３ 級 （ ）

（ ）

２ 級 （ ） （ ） 就 ２ 級 （ ）

（ ）

平 成 ３ 1 年 １ 月 １ 日 現 在

１ 級 （ ） 1  

７ 級 （ ） （ ）

構 成 比 （ ％ ）

計 （ ） 2  

級 級

（ ） 50.0  就 １ 級

３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級

区      分
一般行政職 技能労務職

職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ） 職 員 数 （ 人 ）

７ 級

主事補、技師補、主事、技師 主 事 、 技 師 主幹、技幹 係長 課長補佐 副参事、課長 参 事 、 部 長

１ 級 ２ 級
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　　エ．昇給

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

職　員　数　（Ａ） (人) 2　　　 2　　　 

昇 給 に 係 る 職 員 数   （Ｂ） (人) 1　　　 1　　　 

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 1　　　 1　　　 

８号給 (人)

比　率　  （Ｂ）／（Ａ） (％) 50.0　　　 50.0　　　 

職　員　数　（Ａ） (人) 2　　　 2　　　 

昇 給 に 係 る 職 員 数   （Ｂ） (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

８号給 (人)

比　率　  （Ｂ）／（Ａ） (％)

代 表 的 な 職 種
合 計

本

年

度

前

年

度

号   給   数   別   内   訳

号   給   数   別   内   訳

区 分



オ．期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 （ 月 分 ） １２月（月分） （月分）

(  1.175  ) (  1.175  ) (  2.35  )

2.225 2.225 4.45

(  1.05  ) (  1.20  ) (  2.25  )

2.075 2.225 4.3

(  1.175  ) (  1.175  ) (  2.35  )

2.225 2.225 4.45

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度額

（月分） （月分） （月分） （月分）

国 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

　　キ．その他の手当

住   居   手   当

通   勤   手   当

47.709   24.586875   33.27075  

区　        　分 国 の 制 度 と の 異 同

同

支 給 率 等

扶　 養   手   当

区 分
支　給　期　別　支　給　率 職 制 上 の 職 務 段 階

に よ る 加 算 措 置

本 年 度

47.709   24.586875   33.27075  47.709   

前 年 度

国 の 制 度

区 分

備考　（　）内には，再任用職員について記入する。

備　　　　考

47.709   

３％～45％加算

定年前早期退職

２％～20％加算

有

そ の 他 の 加 算 措 置 等

有

有

定年前早期退職

備 考

同

差異の内容

同

- 303 -



- 304 -

千円 千円 千円 千円

2,600,394 2,432,326 2,261,058

8,500 8,500 8,500

2,608,894 2,440,826 2,269,558

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度
末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　　分 前々年度末現在高 前年度末現在高見込額
当　該　年　度　中　増　減　見　込　み　

当該年度末現在高見込額
当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

千 円

農業集落排水事業債 171,268

公営企業会計適用事業債

合 計 171,268


